厚生労働大臣　　舛添　要一　様
心身障がい者用低料第三種郵便制度にかかる要望書
心身障がい者用低料第三種郵便制度（以下、「制度」という。）では、障がい者団体は、大阪府など公共団体から、「心身障がい者団体」であること、当該団体の発行する刊行物が「心身障がい者の福祉を図ることを目的としている」ことの証明書（以下、「証明書」という。）を得た上で、郵便事業株式会社から承認を受け、刊行物を低廉な料金で郵送することが認められています。
本制度について、本来は、制度を所管する郵便事業株式会社が責任をもって、どのような団体や刊行物が制度に適合するかの基準や判断を示すべきにもかかわらず、同社はそれを行うことなく、制度適合性の判断を専ら証明書に求めるとの立場をとっています。

しかし、証明書の発行については、昭和５１年の厚生省課長通知や内国郵便約款で手続等の定めはあるものの、審査基準が明確ではなく、法令による規定もなされていません。

また、証明書が、証明時以降の団体や刊行物の内容が制度に適合していることまでを担保するものではない中で、郵便事業株式会社においては、郵送時に団体や刊行物の内容の制度適合性をチェックしていないなど、制度の悪用が危惧される状況にあります。

本府といたしましては、本制度が国民の信頼を失うことなく心身障がい者団体が利用し続けることができるよう、貴省から下記の点について郵便事業株式会社及びその監督官庁である総務省へ働きかけを行っていただくよう要望します。
1． 郵便事業株式会社は、本制度を所管している責任主体として、制度適用要件にかかる「心身障がい者団体」や「定期刊行物」についての審査基準を明確にするとともに、自らその審査も行うこと。
２．　地方公共団体に上記制度適用要件についての審査を委ねる場合には、その事務を行う根拠を法令において明確に規定すること。
３.　　郵便事業株式会社は、郵送時にも団体と刊行物が制度に適合するものかの確認を行うこと。
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